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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第43期
第２四半期
連結累計期間

第44期
第２四半期
連結累計期間

第43期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (千円) 29,066,145 32,613,548 60,364,466

経常利益 (千円) 1,803,345 2,259,689 3,888,391

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 1,257,338 1,493,052 2,578,391

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,340,455 1,438,997 2,646,189

純資産額 (千円) 15,062,479 16,690,580 15,862,308

総資産額 (千円) 33,581,518 33,416,274 33,793,480

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 78.57 93.11 160.95

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 78.09 92.65 160.06

自己資本比率 (％) 44.9 49.9 46.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,019,895 1,422,272 3,301,657

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,191,173 △261,347 △1,488,379

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,980,328 △1,414,624 △4,068,013

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 7,134,528 6,777,700 7,031,400
 

 

回次
第43期
第２四半期
連結会計期間

第44期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 38.61 52.15
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、平成27年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。これに

伴い、第43期の期首に当該株式分割が行われたものと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益金額及び潜在

株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額を算定しております。

４．第44期第２四半期連結累計期間の純資産額には、役員向け株式給付信託及び株式給付型ＥＳＯＰの信託財産

として保有する当社株式が自己株式として計上されております。また、同期間の１株当たり四半期純利益金

額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数は、当該株式を控除対象の自己株式に含めて算出してお

ります。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】
　

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。
　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。
　
(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用情勢や所得環境の改善など、国内景気は緩やかな回復基

調が見られたものの、日銀によるマイナス金利政策の導入後も円高・株安傾向が継続し、個人消費の足踏み状態が

続くなど先行きは依然として不透明な状況が続いております。

物流業界においては、燃料調達価格が低下しつつも、車両及び人材の不足に加え、最低賃金の引き上げ等を背景

とした物流コストの上昇が業界全体を取り巻く課題となっており、依然として厳しい経営環境で推移しておりま

す。

この様な環境のもと当社グループは、平成28年５月12日に公表した中期経営計画に掲げた方針に基づき、小売業

に特化した物流事業の営業を強化し、食品スーパーマーケットにおける３ＰＬ事業獲得を企図した物流改革提案と

戦略的投資を一層推進し、新規取引先の開発に努めてまいりました。また、既存事業におきましては、従業員の原

価意識の向上を目的とした日次決算マネジメントへの取り組みや、現場改善・提案活動及びＱＣ活動の強化を継続

し、センター運営並びに輸配送の効率化を図ってまいりました。

更に、高齢化及び労働人口減少の進行を見据えた人材確保及び深刻化する車両不足の解消のため、新卒の積極的

な採用活動を推進すると共に、「ＡＺ－ＣＯＭ丸和・支援ネットワーク」をより発展させ、輸配送パートナー企業

との安全・安心・安定した物流基盤の構築に取り組みました。

以上の結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間における経営成績は、売上高は326億13百万円（前年同四

半期比12.2％増）、営業利益は21億20百万円（同18.2％増）、経常利益は22億59百万円（同25.3％増）、親会社株

主に帰属する四半期純利益は14億93百万円（同18.7％増）の増収増益となりました。
　
セグメント別の業績は次のとおりです。

①　物流事業

　・食品物流

　低温食品を中心とした食品物流におきましては、当社の最重要分野と位置付け、「ＡＺ－ＣＯＭ７ＰＬ」

（アズコム　セブン・パフォーマンス・ロジスティクス／７つの経営支援機能を付加した３ＰＬ）戦略に基づ

く物流改革提案により獲得した新規物流センターの本格稼働及び食品スーパーマーケットの新規業務に加え、

既存取引先の業務範囲拡大が寄与した結果、売上高は149億81百万円（前年同四半期比25.4％増）となりまし

た。

　・医薬・医療物流

　医薬・医療物流におきましては、主要取引先であるドラッグストアをはじめとする既存取引先にて、新店・

改装への対応に加え、訪日外国人観光客向けの免税対応店舗の拡大を背景とした物量の増加が寄与した結果、

売上高は94億60百万円（前年同四半期比2.6％増）となりました。

　・常温その他物流

　日用雑貨を中心とする常温その他物流におきましては、既存取引先の深耕や前連結会計年度に獲得した取引

先との取引拡大が寄与した結果、売上高は77億77百万円（前年同四半期比3.9％増）となりました。
　

　利益面では、天候不順による小売業界の不冴えに伴う物量の減少に加え、新規物流センターの安定稼働に向け

た一時費用等が増加したものの、その対策として、全社的な費用削減プロジェクトを展開するとともに引き続き

従業員の原価意識を高める日次決算マネジメントを推進し、センター運営並びに輸配送の効率化を強化してまい

りました。

　以上の結果、物流事業における売上高は322億19百万円（前年同四半期比12.5％増）、セグメント利益(営業利

益)は19億86百万円（同17.6％増）の増収増益となりました。
　
②　その他

　文書保管事業におきましては、ＢＰＯ（ビジネスプロセス・アウトソーシング）をはじめとする新規案件の受

託が振るわず、売上高は３億94百万円（前年同四半期比5.6％減）となりました。しかし、業務体制の効率化等の

費用削減に努めた結果、セグメント利益(営業利益)は１億９百万円（同32.5％増）の減収増益となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、334億16百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億77百万円減少いた

しました。流動資産は148億94百万円となり、１億75百万円減少いたしました。この主な要因は、現金及び預金が２

億53百万円減少した一方で、受取手形及び売掛金が１億10百万円増加したことであります。また、固定資産は185億

21百万円となり、２億１百万円減少いたしました。この主な要因は、リース資産が２億70百万円、投資有価証券が

１億８百万円減少した一方で、敷金及び保証金が１億72百万円増加したことであります。

負債につきましては、167億25百万円となり、前連結会計年度末に比べ12億５百万円減少いたしました。流動負債

は103億29百万円となり、６億73百万円減少いたしました。この主な要因は、賞与引当金が２億87百万円、預り金が

２億21百万円、１年内返済予定の長期借入金が２億６百万円減少したことであります。また、固定負債は63億96百

万円となり、５億32百万円減少いたしました。この主な要因は、長期借入金が２億61百万円、リース債務が２億21

百万円減少したことであります。

純資産につきましては、166億90百万円となり、前連結会計年度末に比べ８億28百万円増加いたしました。この主

な要因は、利益剰余金が９億83百万円増加した一方で、役員向け株式給付信託及び株式給付型ＥＳＯＰ導入に伴い

自己株式が１億２百万円増加（純資産は減少）したことであります。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は67億77百万円と前連結会計年度末と比べ２億53百万円

(3.6％)の減少となりました。各キャッシュ・フローの増減要因は以下のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

主な内訳として税金等調整前四半期純利益22億59百万円、減価償却費５億52百万円の資金が増加した一方で、法

人税等の支払額７億４百万円、賞与引当金の増減額２億87百万円、預り金の増減額２億21百万円、売上債権の増減

額１億６百万円の資金の減少により、営業活動によるキャッシュ・フローは14億22百万円の増加(前年同四半期は10

億19百万円の増加)となりました。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

主な内訳として敷金及び保証金の差入による支出１億94百万円、有形固定資産の取得による支出１億21百万円の

資金が減少した一方で、投資有価証券の売却による収入50百万円の資金の増加により、投資活動によるキャッ

シュ・フローは２億61百万円の減少(前年同四半期は11億91百万円の減少)となりました。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

主な内訳として長期借入金の返済による支出28億68百万円、配当金の支払額５億８百万円、リース債務の返済に

よる支出３億13百万円の資金が減少した一方で、長期借入れによる収入24億円の資金の増加により、財務活動によ

るキャッシュ・フローは14億14百万円の減少(前年同四半期は19億80百万円の減少)となりました。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた問題はありません。

 
(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,041,040 16,041,040
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 16,041,040 16,041,040 － －
 

（注）提出日現在の発行数には、平成28年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権（ストックオプショ

ン）の権利行使により発行されたものは含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年７月１日～
平成28年９月30日
（注）１

2,400 16,041,040 649 2,649,782 649 2,164,204

 

（注）１．新株予約権の権利行使による増加であります。

　

(6) 【大株主の状況】

  平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ＷＡＳＡＭＩ 埼玉県さいたま市浦和区岸町３丁目３番20号 5,400 33.66

和佐見　勝 埼玉県さいたま市浦和区 4,192 26.13

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 880 5.49

丸和運輸機関社員持株会 埼玉県吉川市旭７番地１ 574 3.58

株式会社マツモトキヨシホール
ディングス

千葉県松戸市新松戸東９番地１ 200 1.25

株式会社ダスキン 大阪府吹田市豊津町１番33号 200 1.25

トーヨーカネツソリューション
ズ株式会社

東京都江東区東砂８丁目19番20号 200 1.25

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 200 1.25

株式会社埼玉りそな銀行 埼玉県さいたま市浦和区常盤７丁目４番１号 160 1.00

THE HONGKONG AND SHANGHAI
BANKING CORPORATION LIMITED
CLIENTS A/C 513 SINGAPORE
CLIENTS
（常任代理人　香港上海銀行東
京支店　カストディ業務部）

１ QUEEN'S ROAD,CENTRAL,HONG KONG
 

 
（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

151 0.94

計 ― 12,159 75.80
 

（注）上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）45千株
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成28年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他)
普通株式

16,038,300
160,383

単元株式数は100株であります。完
全議決権株式であり、権利内容に何
ら限定の無い、当社の標準となる株
式であります。

単元未満株式
普通株式

2,740
－ －

発行済株式総数 16,041,040 － －

総株主の議決権 － 160,383 －
 

（注）１．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式46株が含まれております。

２．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、役員向け株式給付信託及び株式給付型ＥＳＯＰの信託財産

として保有する当社株式45,200株(議決権の数452個)を含めております。

 
② 【自己株式等】

平成28年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合 (％)

－ － － － － －

計 － － － － －
 

（注）１．当社所有の自己株式46株はすべて単元未満株式であるため、上記には含めておりません。

２．役員向け株式給付信託及び株式給付型ＥＳＯＰの信託財産として保有する当社株式は、上記の自己保有株式

には含めておりません。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,465,433 7,211,759

  受取手形及び売掛金 6,695,734 6,806,218

  貯蔵品 26,533 27,866

  その他 887,386 853,392

  貸倒引当金 △4,457 △4,567

  流動資産合計 15,070,629 14,894,669

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 6,538,014 6,490,674

   機械装置及び運搬具（純額） 72,485 116,756

   土地 5,511,956 5,511,956

   その他（純額） 2,956,107 2,734,590

   有形固定資産合計 15,078,565 14,853,978

  無形固定資産 695,306 632,432

  投資その他の資産   

   その他 3,018,227 3,093,593

   貸倒引当金 △69,248 △58,398

   投資その他の資産合計 2,948,979 3,035,194

  固定資産合計 18,722,851 18,521,605

 資産合計 33,793,480 33,416,274

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 4,440,309 4,503,920

  1年内返済予定の長期借入金 2,158,544 1,951,963

  未払法人税等 767,972 810,930

  賞与引当金 643,131 355,962

  役員賞与引当金 2,100 －

  訴訟損失引当金 13,662 13,662

  その他 2,977,001 2,692,971

  流動負債合計 11,002,720 10,329,409

 固定負債   

  長期借入金 3,627,948 3,366,141

  退職給付に係る負債 680,014 662,281

  資産除去債務 232,786 235,268

  その他 2,387,702 2,132,594

  固定負債合計 6,928,451 6,396,284

 負債合計 17,931,172 16,725,694
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,649,133 2,649,782

  資本剰余金 2,163,555 2,164,204

  利益剰余金 10,903,619 11,887,445

  自己株式 － △102,797

  株主資本合計 15,716,308 16,598,635

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 274,038 207,015

  退職給付に係る調整累計額 △128,038 △115,071

  その他の包括利益累計額合計 146,000 91,944

 純資産合計 15,862,308 16,690,580

負債純資産合計 33,793,480 33,416,274
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

売上高 29,066,145 32,613,548

売上原価 25,645,523 28,873,570

売上総利益 3,420,622 3,739,978

販売費及び一般管理費 ※１  1,625,690 ※１  1,619,033

営業利益 1,794,931 2,120,944

営業外収益   

 受取利息 1,804 880

 受取配当金 10,795 52,950

 固定資産売却益 8,766 25,116

 その他 51,365 101,471

 営業外収益合計 72,732 180,419

営業外費用   

 支払利息 50,163 31,752

 その他 14,155 9,921

 営業外費用合計 64,318 41,673

経常利益 1,803,345 2,259,689

特別利益   

 固定資産売却益 19,213 －

 特別利益合計 19,213 －

特別損失   

 投資有価証券評価損 13,200 －

 特別損失合計 13,200 －

税金等調整前四半期純利益 1,809,358 2,259,689

法人税等 552,019 766,636

四半期純利益 1,257,338 1,493,052

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,257,338 1,493,052
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

四半期純利益 1,257,338 1,493,052

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 68,508 △67,022

 退職給付に係る調整額 14,608 12,967

 その他の包括利益合計 83,116 △54,055

四半期包括利益 1,340,455 1,438,997

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,340,455 1,438,997

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 1,809,358 2,259,689

 減価償却費 578,130 552,696

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 9,030 △10,739

 賞与引当金の増減額（△は減少） △25,289 △287,168

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △2,100

 その他引当金の増減額（△は減少） △4,900 －

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △2,155 1,443

 受取利息及び受取配当金 △12,600 △53,830

 支払利息 50,163 31,752

 有形固定資産除売却損益（△は益） △27,050 △18,914

 投資有価証券評価損益（△は益） 13,200 －

 売上債権の増減額（△は増加） △291,534 △106,710

 仕入債務の増減額（△は減少） 220,639 63,610

 未払消費税等の増減額（△は減少） △657,721 △14,328

 その他 △73,164 △312,190

 小計 1,586,105 2,103,208

 利息及び配当金の受取額 11,811 53,245

 利息の支払額 △49,545 △29,636

 法人税等の支払額 △528,477 △704,545

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,019,895 1,422,272

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △12,000 △12,000

 定期預金の払戻による収入 － 12,011

 有形固定資産の取得による支出 △1,182,621 △121,267

 有形固定資産の売却による収入 102,370 27,444

 無形固定資産の取得による支出 △53,945 △33,239

 投資有価証券の取得による支出 △10,297 △10,898

 投資有価証券の売却による収入 290 50,596

 貸付けによる支出 △34,234 △33,628

 貸付金の回収による収入 28,809 29,188

 敷金及び保証金の差入による支出 △38,265 △194,389

 その他 8,719 24,837

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,191,173 △261,347
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           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の返済による支出 △1,000,000 －

 リース債務の返済による支出 △344,422 △313,258

 未払金の返済による支出 △38,955 △22,555

 長期借入れによる収入 1,000,000 2,400,000

 長期借入金の返済による支出 △1,365,670 △2,868,388

 自己株式の取得による支出 － △102,797

 配当金の支払額 △258,979 △508,924

 ストックオプションの行使による収入 27,699 1,298

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,980,328 △1,414,624

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,151,607 △253,700

現金及び現金同等物の期首残高 9,286,136 7,031,400

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  7,134,528 ※１  6,777,700
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【注記事項】

(会計方針の変更)

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 
（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　当社及び連結子会社は、「機械及び装置」、「車両運搬具」、「工具、器具及び備品」の減価償却方法につい

て、従来より定率法を採用しておりましたが、第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。

　当連結会計年度を開始事業年度とする中期経営計画において、当連結会計年度に新規大型物流センターに係る

有形固定資産の取得を予定しており、当該資産については、顧客との長期契約を前提とした安定的な稼働が見込

めるため、当該資産の減価償却方法は定額法が適切であると判断いたしました。

　また、本計画の策定を機に、上記の新規大型物流センター以外の当社及び連結子会社における「機械及び装

置」、「車両運搬具」、「工具、器具及び備品」の使用状況についても改めて検討したところ、同様に定額法を

採用することが費用配分の観点から合理的であり、経済実態をより適切に反映できると判断いたしました。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。
 

　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

税金費用の計算

 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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(追加情報)

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

（取締役に対する業績連動型株式報酬制度）

当社は、当社及び当社の子会社（以下、「対象会社」という）の取締役（社外取締役を除く。以下、「取

締役等」という）を対象に、中長期的視野をもって、業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めるこ

とを目的として、当社の業績との連動性が高く、かつ透明性・客観性の高い報酬制度である「業績連動型株

式報酬制度」（以下、「本制度」という）を導入しております。

（1）取引の概要

本制度は、当社が信託に対して金銭を拠出し、当該信託が当該金銭を原資として当社株式を取得し、当該

信託を通じて取締役等に対して、対象会社が定める役員報酬に係る取締役株式給付規程に従って、業績達成

度等に応じて当社株式を給付する業績連動型の株式報酬制度です。なお、取締役等が当社株式の給付を受け

る時期は、原則として取締役等の退任時となります。

（2）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。

自己株式の帳簿価額及び株式数

当第２四半期連結会計期間 65,348千円、28,400株

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、当社及び当社の子会社（以下、「対象会社」という）の従業員（以下、「従業員等」という）を

対象とした福利厚生制度として当社の株式を給付し、当社の株価や業績と従業員等の処遇の連動性をより高

め、経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員等の意欲や士気を高め

ることを目的として、「株式給付型ＥＳＯＰ」（以下、「本制度」という）を導入しております。

（1） 取引の概要

本制度は、当社が信託に対して金銭を拠出し、当該信託が当該金銭を原資として当社株式を取得し、当該

信託を通じて対象となる従業員等に対して、対象会社が定める株式給付規程に従って、業績達成度等に応じ

て当社株式を給付する業績連動型の株式報酬制度です。なお、対象となる従業員等が当社株式の給付を受け

る時期は、原則として退職時となります。

（2） 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く)により純資産の部に自己株式

として計上しております。

自己株式の帳簿価額及び株式数

当第２四半期連結会計期間 37,330千円、16,800株
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

１ 受取手形裏書譲渡高
　

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

受取手形裏書譲渡高 7,035千円 8,267千円
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。
　

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日)

給料手当 527,298 千円 556,369 千円

賞与引当金繰入額 61,163 千円 47,722 千円

退職給付費用 11,723 千円 12,972 千円

貸倒引当金繰入額 877 千円 1,927 千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。
　

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

現金及び預金勘定 7,584,117 千円 7,211,759 千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△449,588 千円 △434,058 千円

現金及び現金同等物 7,134,528 千円 6,777,700 千円
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１ 配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 259,701 32.5 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

（注）１．当社は、平成26年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。

２．１株当たり配当額には東京証券取引所市場第二部上場の記念配当５円が含まれております。

 
２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月２日
取締役会

普通株式 509,042 63.5 平成27年９月30日 平成27年12月10日 利益剰余金
 

（注）１．当社は、平成26年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。

２．１株当たり配当額には東京証券取引所市場第一部指定の記念配当25円が含まれております。

 
当第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１ 配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 509,226 31.75 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

　（注）１株当たり配当額には東京証券取引所市場第一部指定の記念配当12.5円が含まれております。

 
２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月２日
取締役会

普通株式 509,301 31.75 平成28年９月30日 平成28年12月８日 利益剰余金
 

　（注）平成28年11月２日取締役会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金1,435千円

が含まれております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 
報告セグメント その他

(注)１
合計

調整額
(注)２

四半期連結損益
計算書計上額
(注)３物流事業

売上高      

(1) 外部顧客への売上高 28,648,847 417,298 29,066,145 － 29,066,145

(2) セグメント間の内部
   売上高又は振替高

57,408 185,554 242,963 △242,963 －

計 28,706,255 602,852 29,309,108 △242,963 29,066,145

セグメント利益 1,690,143 82,520 1,772,663 22,267 1,794,931
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、文書保管庫の賃貸事業、不動産賃

貸事業及びレストラン事業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

当第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 
報告セグメント その他

(注)１
合計

調整額
(注)２

四半期連結損益
計算書計上額
(注)３物流事業

売上高      

(1) 外部顧客への売上高 32,219,422 394,125 32,613,548 － 32,613,548

(2) セグメント間の内部
   売上高又は振替高

63,599 186,529 250,128 △250,128 －

計 32,283,021 580,655 32,863,677 △250,128 32,613,548

セグメント利益 1,986,986 109,316 2,096,302 24,642 2,120,944
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、文書保管庫の賃貸事業、不動産賃

貸事業及びレストラン事業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 78円57銭 93円11銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 1,257,338 1,493,052

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

1,257,338 1,493,052

普通株式の期中平均株式数(株) 16,003,413 16,035,109

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 78円09銭 92円65銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) 97,346 79,616

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

(注) １．当社は、平成27年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。これに

伴い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたものと仮定し、１株当たり四半期純利益金額及び潜

在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金

額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己

株式に含めております。１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算

定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当第２四半期連結累計期間において4,403株でありま

す。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社丸和運輸機関(E30443)

四半期報告書

19/22



２ 【その他】

第44期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）中間配当について、平成28年11月２日開催の取締役会にお

いて、平成28年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　509,301千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　31円75銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　　平成28年12月８日

(注) 配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金1,435千円が含まれております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 
平成28年11月10日

株式会社丸和運輸機関

取締役会 御中
 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   福　　田　　慶　　久   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   山   川   幸   康   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社丸和運

輸機関の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成28年７月１日から

平成28年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社丸和運輸機関及び連結子会社の平成28年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

 

EDINET提出書類

株式会社丸和運輸機関(E30443)

四半期報告書

22/22


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

